
1.�社宅を貸与する契約の法的性質

　社宅をめぐる法的問題を検討する際には、まず

社宅を従業員に貸与する契約（以下、社宅契約）

がどのような法的性質を有しているのかを検討す

ることが重要になります。具体的には、①社宅契

約が賃貸借契約に当たるのか、あるいは、②使用

貸借契約（またはその他の特殊な契約）に当たる

のかという点が問題となります。

　この点について判例は、「会社とその従業員との

間における有料社宅の使用関係が賃貸借であるか、

その他の契約関係であるかは、画一的に決定し得

るものではなく、各場合における契約の趣旨いか

んによつて定まる」（家屋明渡請求事件　最高裁三

小　昭29.11.16判決　民集 8巻11号2047ページ）と

しており、そのほかの裁判例でも、社宅の使用料

の有無および多寡などの対価性に関する要素を中

心に、社宅契約が雇用契約を前提とする特殊な契

約関係であるといえるかという点も考慮して契約

の法的性質を判断しています。

　例えば、建物明渡請求事件（東京地裁　平

28. 2. 9判決　判例集未登載）は、原告（会社）の

所有する建物を被告Ｙ 1およびＹ 2が月額 5万円

で使用していた事案で、「本件各建物の賃料相当額

は本件建物 1につき月額 9万1000円、本件建物 2

につき月額30万5559円であったところ、（中略）被

告らはそれぞれ寮費として月額 5万円を支払って

いたにすぎないことからすると、いずれの建物に

ついても、対価的な均衡を欠くものであって、賃

貸借契約を締結していたということはできず、上

記関係は、原告における従業員としての身分を前

提とした使用貸借契約であったというべきである」

としています。

　また、東日本旅客鉄道（杉並寮）事件（東京地

裁　平 9. 6.23判決　労判719号25ページ）は、社

宅使用料が低額であること、社宅等利用規程にお

いて明渡事由が規定されていること等を考慮し、

社宅契約は社宅等利用規程によって規律される特

殊な契約関係であると評価しています。

社 宅 関 係

社宅退去の際、故意・過失による傷・汚れの原状回復費用を 
従業員に負担させることは可能か
　当社には社有社宅と借り上げ社宅がありますが、これまで退去時の修繕費は会社が負担してきました。し
かし、故意に開けたとみられる壁の穴や、明らかな過失による傷・汚れが残っているケースが多く、これら
に係る原状回復費用を入居していた従業員に負担させたいのですが、こうした運用の変更は可能でしょうか。
� （東京都　C社）

運用の変更は可能であるが、トラブル発生のリスクを低減させるため、 
原状回復費用の負担について社宅規程等に明確な定めを置くことが適切である
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2.�社宅の原状回復費用

　社宅の原状回復費用を、従業員または会社のど

ちらの当事者がどの範囲で負担するかという点に

ついては、社宅契約の法的性質および原状回復費

用に関する合意内容によるところです。当事者間

に特段の合意がない限り、国土交通省のガイドラ

イン「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン

（再改訂版）」（平成23年 8 月）に準拠し、経年変化

や通常の使用に伴う損耗は貸主（会社）の負担と

しつつ、従業員の故意・過失、善管注意義務違反、

その他通常の使用を超えるような使用による損耗

等の修繕費用を従業員に負担させることは認めら

れると考えられます（社宅契約が賃貸借契約に当

たると考えられる場合には民法621条、使用貸借契

約に当たる場合には同法599条 3 項が根拠条文と

なります）。

3.�ご質問のケースについて

　これまで修繕費を会社が全額負担していたとい

うような事情があったとしても、その取り扱いに

ついて労使慣行が成立しているような極めて例外

的な場合や、社宅規程等に会社が退去費用を全額

負担することが明確に規定されている場合でなけ

れば、規程の変更等の手続きを経なくとも、通常

の使用を超えるような使用による損耗の原状回復

費用を従業員に負担させるという運用に変更する

ことは可能であると考えます。

　もっとも、従前の運用を変更して従業員に対し

て原状回復費用を請求したことで、支払い義務の

有無およびその範囲についてトラブルになってし

まうおそれは否定できません。そこで、そのよう

な場合に備え、通常使用および経年変化による損

耗に係る修繕費用は会社の負担とするが、従業員

の故意・過失、善管注意義務違反、その他通常の

使用を超えるような使用による損耗等の原状回復

費用は従業員が負担しなければならない旨を社宅

規程等に明確に規定しておくことが適切であると

考えます［参考］。

　社宅規程等の変更の際、故意による損傷が多く

確認されており、運用変更の必要性が大きいこと、

変更後の運用は「経年変化や通常の使用による損

耗は会社負担、故意・過失等による損耗は従業員

負担」という国土交通省のガイドラインに則した

ものであり、変更内容は相当であること、通常の

使用をしていれば原状回復費用を従業員が負担す

ることはないため、当該変更による不利益の程度

は小さいことなどを従業員に丁寧に説明して理解

を得ることで、原状回復費用に関する運用変更に

ついてトラブルが発生するおそれを低減させるこ

とができると考えます。

　なお、現時点で社宅規程等に会社が退去費用を

全額負担することを規定しており、これを従業員

に周知しているということであれば、運用の変更

には就業規則の変更手続きが必要になり、不利益

変更の合理性（労働契約法10条）が問題となりま

すが、上記のように、規程変更の必要性、変更後

の規程の内容の相当性、労働者の受ける不利益の

程度の観点から、変更の合理性が認められる可能

性は高いと考えますので、規程変更について適正

な手続きを踏めば、この場合も運用の変更は可能

であると考えます。

 �社宅規程例─�社宅退去時の原状回復義務�
または費用の弁償に関する規定

参考

　（原状回復義務または費用の弁償）
第�○条　入居者は、退去する際、入居者の責による
損傷、汚れ等を原則として自己の費用をもって原
状に回復するか、またはその費用を弁償しなけれ
ばならない。
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